
付表番号 タ　　イ　　ト　　ル 参　　照
1 東京の人口の推移 第7回資料
2 東京の将来人口推計（年齢3区分別） 第7回資料
3 東京の高齢者世帯の推移 第7回資料
4 区市町村別合計特殊出生率 第7回資料
5 東京の1世帯あたり人員の推移 第7回資料
6 東京の高齢化率の比較（ベース推計と出生率上昇シナリオ） 第7回資料
7 東京の外国人比率の比較（ベース推計と定着外国人増加シナリオ） 第7回資料
8 東京都の法人二税の推移 第6回資料
9 都内特別区・市部・町村部等 歳入構成比の推移（平成10･15･20年度普通会計決算） 第5回資料
10 地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移 第6回資料
11 東京都　一般会計決算　主な性質別歳出の推移 第6回資料
12 都内区部　一般会計決算　歳入歳出額の推移 第6回資料
13 都内市部　一般会計決算　歳入歳出額の推移 第6回資料
14 都内町村部　一般会計決算　歳入歳出額の推移 第6回資料
15 児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移 第6回資料
16 東京都における要介護（要支援）認定者数の推移 第6回資料
17 要介護（支援）認定者数の推移 第6回資料
18 生活保護の被保護人員の推移 第6回資料
19 都内の扶助種類別保護費およびその構成比の推移 第6回資料
20 都民の意識・受療行動 第2回資料
21 東京都監察医務院が検案した特別区内65歳以上一人暮らしの者で自宅で死亡したときの発見者割合の推移 第4回資料
22 待機児童数の推移 第6回資料
23 社会保障に係る費用の将来推計（給付費に関する見通し） 第6回資料
24 木造住宅密集地域の分布状況 第6回資料
25 今後、耐用年数を超える下水道管が急増 第6回資料
26 多摩地域の流域下水道幹線の年度別整備延長 第3回資料
27 多摩地域の流域下水道施設で耐用年数を超えて使用している割合 第3回資料
28 都営住宅建設年度別区市別ストック状況 第6回資料
29 都営住宅等の更新費推計（平成10年7月推計） 第3回資料
30 経過年別東京都橋梁及び50年以上橋梁割合 第6回資料
31 更新時期を迎える公共施設と改築経費（特別区）
32 都内における築40年以上の分譲マンション戸数の見込み 第6回資料
33 首都圏の渋滞による損失額等 第3回資料
34 都市計画道路の整備状況 第6回資料
35 環状道路の整備状況（海外都市比較図） 第6回資料
36 路線別混雑率の推移 第3回資料
37 財団法人森記念財団　都市戦略研究所「世界の都市総合ランキング」 第2回資料
38 世界主要都市の外国人旅行者数 第6回資料
39 都市別国際会議の開催状況 第6回資料
40 世界のコンテナ取扱量ランキング 第6回資料
41 東京都の環境先進都市に向けた２つの10年プロジェクト 第5回資料
42 都における二酸化炭素排出量の推移
43 人のつながりに関する意識調査(地域のつながりと治安） 第6回資料
44 東京都監察医務院が検案した特別区内65歳以上一人暮らしの者の死亡場所推移 第6回資料
45 町会・自治会の抱える課題（多摩地域、平成20年） 第4回資料
46 地域活動に対する住民評価（平成17年） 第4回資料
47 東京都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況の推移 第5回資料
48 東京都児童相談所内の全相談対応件数に占める虐待相談対応件数の割合の推移 第6回資料
49 都内区市町村の子ども家庭支援センターが受け付けた虐待相談件数の構成比（平成22年度）

50 公立小･中学校教員から見た児童・生徒、保護者の変化 第6回資料
51 中学校・高等学校生徒の私立学校在籍割合の推移 第3回資料
52 県内総生産（名目）の推移 第3回資料
53 都道府県別会社企業数の構成比
54 都内地域別、都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比（2006年） 第3回資料
55 情報通信業の都道府県別事業所数の全国比、小分類別都内事業所数（2006年） 第3回資料
56 新設・廃業事業所割合（民営事業所） 第6回資料
57 企業の倒産件数の推移（負債総額１千万円以上）、倒産発生率（普通法人）(2010年度） 第6回資料
58 都内製造業の事業所数、従業者数の推移 第6回資料
59 都内商店街における空き店舗の状況（2007年） 第6回資料
60 都道府県別就職率の推移 第6回資料
61 東京証券取引所時価総額の推移・世界の証券取引所時価総額 第6回資料
62 東京証券取引所上場外国会社数の推移 第5回資料
63 グローバル金融センターインデックス（GFCI（※））上位15市場 第6回資料

予測される東京の将来の姿（案）　付表目次 【資 料 ３】



  
  



※1867年以前（江戸時代）は『大江戸まるわかり事典』（大石学編・時事通信出版局・2005.7）より作成（ただし江戸の町人人口のみ）
※1872年～2010年は東京都統計部「東京都の人口（推計）」より作成、2015年以降は推計値

東京の人口の推移

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1650年 1700年 1750年 1800年 1850年 1900年 1950年 2000年 2050年 2100年

人万

推計値（2015年～）終
戦

（1868年）

（1923年）
386万人

（1945年）
349万人

高度経済成長期
（1954～1973年）

（2020年）
1,335万人

（1893年）

ピ
ー
ク

（1962年）

 
万
人
突
破

1,000

（2100年）
713万人

三
多
摩
編
入

明
治
維
新

関
東
大
震
災

付　表　１
（第７回資料）



2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年
年少人口比率 11.4% 11.2% 10.2% 9.3% 8.7% 8.5% 8.3% 8.0% 7.8% 7.6% 年少人口比率 12.7% 11.8% 10.8% 10.0% 9.8% 9.5% 9.2% 8.9% 8.6% 8.4%
生産年齢人口比率 68.2% 64.8% 63.6% 58.1% 53.7% 52.3% 51.2% 49.2% 47.7% 46.5% 生産年齢人口比率 66.7% 62.5% 61.0% 56.4% 53.7% 52.7% 51.3% 49.4% 48.1% 47.1%
老年人口（65-74歳）比率 11.0% 11.5% 11.5% 16.1% 14.9% 13.0% 13.3% 13.9% 13.2% 13.1% 老年人口（65-74歳）比率 11.4% 12.2% 11.7% 15.4% 13.2% 12.4% 13.0% 13.2% 12.6% 12.4%
老年人口（75歳以上）比率 9.4% 12.5% 14.8% 16.5% 22.7% 26.2% 27.2% 28.9% 31.2% 32.9% 老年人口（75歳以上）比率 9.2% 13.5% 16.6% 18.2% 23.4% 25.4% 26.6% 28.5% 30.6% 32.1%

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年
年少人口比率 10.8% 10.9% 10.0% 8.9% 8.2% 8.1% 7.8% 7.5% 7.3% 7.1% 年少人口比率 12.2% 11.2% 10.1% 9.6% 9.8% 9.8% 9.6% 9.3% 9.2% 9.0%
生産年齢人口比率 69.0% 65.8% 64.8% 58.9% 53.7% 52.1% 51.1% 49.1% 47.6% 46.2% 生産年齢人口比率 60.4% 54.3% 52.0% 49.3% 48.9% 49.4% 48.8% 47.7% 46.9% 46.5%
老年人口（65-74歳）比率 10.8% 11.2% 11.4% 16.4% 15.7% 13.3% 13.5% 14.3% 13.6% 13.4% 老年人口（65-74歳）比率 13.6% 16.5% 13.6% 15.5% 12.8% 12.1% 12.9% 13.0% 12.5% 12.1%
老年人口（75歳以上）比率 9.4% 12.0% 13.9% 15.8% 22.3% 26.5% 27.5% 29.1% 31.6% 33.3% 老年人口（75歳以上）比率 13.8% 17.9% 24.3% 25.6% 28.5% 28.7% 28.8% 30.0% 31.4% 32.3%

東京の将来人口推計（年齢３区分別）

東京都　将来人口推計

1,498 1,496 1,334 1,157 1,023 919 808 707 620 541

8,981 8,643
8,305

7,250
6,308

5,641
5,000

4,350
3,802

3,314

1,447
1,536

1,499

2,003

1,754

1,403

1,304

1,228

1,054
932

1,233 1,671
1,930

2,064

2,662

2,824

2,662

2,553

2,488

2,342

13,159 13,347 13,068
12,474

11,748

10,787

9,774

8,838

7,963

7,128

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年

（千人）

老年人口（75歳以上）

老年人口（65～74歳）

生産年齢人口

年少人口（14歳以下）

区部　将来人口推計

964 1,003 903 773 664 590 512 441 382 329

6,177 6,033
5,864

5,097

4,335
3,818

3,347
2,872

2,478
2,132

964 1,022
1,029

1,416

1,269

973

885

834

707
620

841 1,104
1,259

1,365

1,798

1,941

1,803

1,700

1,645

1,536

8,946
9,162 9,055

8,650

8,065

7,321

6,546

5,848

5,212

4,617

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年

（千人）

老年人口（75歳以上）

老年人口（65～74歳）

生産年齢人口

年少人口（14歳以下）

市部　将来人口推計

524 484 424 377 353 324 291 261 234 208

2,752
2,567

2,405
2,122

1,944
1,795

1,627
1,454

1,302
1,163

471
501

460

578

478
423

412

387
341

307

380
553

654
683

847

867

844

838

828

792

4,127 4,106
3,944

3,760
3,623

3,409
3,175

2,941
2,706

2,470

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年

（千人）

老年人口（75歳以上）

老年人口（65～74歳）

生産年齢人口

年少人口（14歳以下）

町村部　将来人口推計

11 9 7 6 6 6 5 5 4 4

52

43

36
31 29 28 26 23 21 19

12

13

9

10
8

7
7

6
6

5

12

14

17

16
17

16
15

15
14

14

87

79

70

63
60

56
53

49
45

42

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年

（千人）

老年人口（75歳以上）

老年人口（65～74歳）

生産年齢人口

年少人口（14歳以下）

付　表　２
（第７回資料）



※一般世帯とは、65歳以上がいる世帯をいう（単身世帯、老老世帯を除く）。
※老老世帯とは、夫婦とも65歳以上の世帯をいう。
※単身世帯とは、世帯主が65歳以上の単身世帯をいう。

東京の高齢者世帯の推移

東京都　高齢者世帯の推移
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町村部　高齢者世帯の推移
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付　表　３
（第７回資料）



区市町村別合計特殊出生率
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東京の１世帯当たり人員の推移

東京都　1世帯当たり人員の推移
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東京の高齢化率の比較（ベース推計と出生率上昇シナリオ）

東京都　高齢化率の比較
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東京の外国人比率の比較（ベース推計と定着外国人増加シナリオ）

東京都　外国人比率の比較
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付 表 ８ 

（第６回資料） 

※東京都の法人二税・・・都民税法人分、法人事業税、および都が課税徴収している特別区民税法人分の合算額

東京都の法人二税の推移

東京都財務局「決算の状況」および「平成21年度東京都年次財務報告書」より作成
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東京都財務局「決算の状況」より作成

東京都　財調３税と交付金額の推移
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※町村部は地方財政状況調査上の歳入区分が異なるため別掲とした

総務省「地方財政状況調査」より作成

都内特別区・市部・町村部等 歳入構成比の推移（平成10･15・20年度普通会計決算）

※その他交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動
　車取得税交付金、軽油引取税交付金、地方特例交付金等、交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金を合算したものである。
　（年度により交付金内容は異なる）
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　※便宜上、1990年度の税収及び人口推移に羽村町分を加算する。

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内市部　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

20
25

20
30

20
35

（億円）

2000

2100

2200

2300

2400

2500

2600

2700

2800
（千人）

固定資産税

市民税（法人
分）

市民税（個人
分）

生産年齢人口
推移（右軸）

実績値 推計値

都内市部生産年齢人口推移（右軸）

付 表 10 

（第６回資料）

総務省「地方財政状況調査」、東京都財務局「決算の状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

東京都　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移
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　※便宜上、1990年度の税収及び人口推移から羽村町分を除く。
総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内町村部　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都財務局「決算の状況」より作成

東京都 一般会計決算 主な性質別歳出の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

（億円）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
（億円）

物件費

扶助費

維持補修費

補助費等（右軸）

人件費（右軸）

普通建設事業費
（右軸）

補助費等（右軸）

普通建設事業費（右軸）

人件費（右軸）

付 表 11
(第6回資料）

4



総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　一般会計決算　主な性質別歳出の推移
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（第６回資料） 
※歳入から繰入金・繰越金、歳出から積立金をそれぞれ除く

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　一般会計決算　歳入歳出額の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　民生費等の決算額の推移
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※国庫支出金における1998年～1999年の大幅増は、地域振興券交付事業補助金及び介護円滑導入特例交付金、2008年は定額給付金給付費補助金によるもの

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　一般会計決算　主な歳入の推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

1
98

0

1
98

1

1
98

2

1
98

3

1
98

4

1
98

5

1
98

6

1
98

7

1
98

8

1
98

9

1
99

0

1
99

1

1
99

2

1
99

3

1
99

4

1
99

5

1
99

6

1
99

7

1
99

8

1
99

9

2
00

0

2
00

1

2
00

2

2
00

3

2
00

4

2
00

5

2
00

6

2
00

7

2
00

8

2
00

9

2
01

0
（億円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000
(億円)

地方譲与税

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

地方税（右軸）

都区財政調整交付金
（右軸）

地方税（右軸） 都区財調交付金（右軸）



総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　一般会計決算　主な性質別歳出の推移
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※歳入から繰入金・繰越金、歳出から積立金をそれぞれ除く

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　一般会計決算　歳入歳出額の推移
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※国庫支出金における1998年～1999年の大幅増は、地域振興券交付事業補助金及び介護円滑導入特例交付金、2008年は定額給付金給付費補助金によるもの

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　一般会計決算　主な歳入の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　民生費等の決算額の推移
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子ども手当の支給
開始による増加



総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　一般会計決算　主な性質別歳出の推移
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付 表 14 

(第６回資料) 

※歳入から繰入金・繰越金、歳出から積立金をそれぞれ除く

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　一般会計決算　歳入歳出額の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　民生費等の決算額の推移
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子ども手当の支給
開始による増加

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　一般会計決算　主な歳入の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内市部　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費、生活保護費の合算額としている。
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付 表 15 
（第６回資料）

総務省「地方財政状況調査」、東京都財務局「決算の状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

東京都　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費、生活保護費の合算額としている。
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内区部　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費、生活保護費の合算額としている。
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内町村部　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費の合算額としている。
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東京都における要介護（要支援）認定者数の推移
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293,403

厚生労働省「介護保険事業状況報告」より作成
　注１：「要支援」には要支援１及び要支援２を含む。
　注２：「要介護１」には経過的要介護を含む。
　注３：２００６年４月に新予防給付が実施され、要介護度１認定者の一部が要支援２に移行した。

421,961

2009年度追記

付 表 16
（第６回資料）



 
付 表 17 

（第６回資料） 

新規 

東京都福祉保健局「東京都地域ケア体制整備構想」（平成 19 年 12 月）より 



生活保護の被保護人員の推移
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東京都福祉保健局　「福祉・衛生統計年報」　により作成
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付 表 18
（第６回資料）



※その他扶助とは、教育扶助、出産扶助、失業扶助、葬祭扶助等をいう。

東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報」より作成

都内の扶助種類別保護費およびその構成比の推移
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付 表 19
（第６回資料）



都民の意識・受療行動

東京都福祉保健局「東京都保健医療計画」（平成20年３月改定）より作成

※有訴者率とは、病気やけが等で自覚症状のある者の人口千人に対する割合をいう

付 表 20
（第２回資料）



東京都監察医務院が検案した特別区内65歳以上一人暮らしの者で
自宅で死亡したときの発見者割合の推移

【補足】
　東京都監察医務院は、東京都の特別区内において発生するすべての不自然死について、死体解剖保存法第8条及び東京都監察医務規程第1条の規程に基づく死体の
検案及び解剖を行い死因を明らかにするために設けられた施設である。
　なお、表中の「保健・福祉」とは、保健所又は福祉事務所を指す。

東京都監察医務院「事業概要」より作成
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付 表 21
(第４回資料）



待機児童数の推移
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注：各年4月1日現在
厚生労働省　「保育所の状況等について」　及び「保育所関連状況とりまとめ」により作成

2010年・2011年追記

人

付 表 22
（第６回資料）



社会保障改革に関する集中検討会議（第10回・H23.6.2）配布資料（参考資料1-1）より作成

社会保障に係る費用の将来推計（給付費に関する見通し）

新規

付 表 23
（第６回資料）



付 表 24 

（第６回資料） 木造住宅密集地域の分布状況  

東京都都市整備局「防災都市づくり推進計画」（平成 22 年 1 月改訂）より 



 

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 40～50 年代には下水道管全延長の約 5 割が建設され、今後、一斉に更新時期を迎える（耐用年数は約５０年） 

付 表 25 

（第６回資料） 今後、耐用年数を超える下水道管が急増 
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付 表 26 

（第３回資料） 

Ｓ43    Ｓ53    Ｓ63    Ｈ10     Ｈ20  

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

昭和４０～５０年代に整備した幹線が、今後、一斉に更新時期を迎える 



付 表 27 

（第３回資料） 

 
 

多摩地域の流域下水道施設で耐用年数を超えて使用している割合 

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 
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都営住宅建設年度別区市別ストック状況

（資料）　東京都都市整備局（2008（平成20年）3月31日現在）

（備考）　都営住宅には、一般都営住宅のほか、特定都営住宅、改良住宅
　　　　　再開発住宅、コミュニティ住宅、従前居住者用住宅、更新住宅を含む
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昭和30（1955）年代
2.4万戸

昭和40（1965）年代
10.6万戸

付 表 28
（第６回資料）



注１） 96年度以前の実績推定値及び99年度以降の推計値は、95年度価格で実質化されている。
注２）

※「東京都が管理する社会資本の維持更新需要額の将来推計（平成10年7月、東京都政策報道室）」より作成

都営住宅等の更新費推計（平成10年7月推計）

97、98年度の金額については便宜上、予算地に置き換えた。従って、その年度の建替事業戸数、住宅改善事業戸数、スーパーリフォーム事
業戸数と更新費とは正しく対応していない。
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住宅改善事業戸数（左軸、戸数） ｽｰﾊﾟｰﾘﾌｫｰﾑ事業戸数（左軸、戸数）

2006年度以降、4,000戸ベースの建替事業を行うとともに、スーパーリフォーム事業を導入する場合
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経過年別東京都橋梁及び 50 年以上橋梁割合 
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 図 １－１０  都内における築４０年以上の分譲マンション戸数の見込み 
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428千戸

126千戸

資料：「住宅・土地統計調査」（総務省）、「住宅着工統計」（国土交通省） 
（注） ５年前及び現在については、住宅・土地統計調査から試算した推計値 

        築 50年以上のマンション（５年前及び現在）については、不明のため０推計とした。 

東京都都市整備局「東京のマンション2009」（平成21年10月）より作成
（注） ５年前及び現在については、住宅・土地統計調査から試算した推計値
　　　築50 年以上のマンション（５年前及び現在）については、不明のため０推計とした。
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【都道府県別１ｋｍ当たり渋滞損失額】

国土技術政策総合研究所「東京圏における社会資本の効用」（平成17年7月）より転載
国土交通省道路局ホームページより転載

首都圏の渋滞による損失額等

付 表 33
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平成22年3月31日現在

計画延長
（km）

完成延長
（km）

概成延長
（km）

完成率
（％）

3,449 2,084 403 60.4

 区部 1,977 1,248 241 63.1

 多摩 1,459 827 162 56.7

 島しょ 10 9 86.4

その他 4 1 0 16.5

74,036 43,630 8,285 58.9

※ 都市高速道路、自動車専用道路は含まない。 国土交通省　「平成22年度都市計画現況調査」　により作成
※ 各項目の合計は、少数以下を切り捨てて集計しているため、一致しない場合がある。

 東京都

都市計画道路の整備状況

 全国

最新版に修正・全国データを追記

付 表 34
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東京 ロンドン パリ

ベルリン 北京 ソウル

国土交通省（関東地方整備局道路部）ホームページより作成

223km 217km 97%

2007年
計画延長 供用延長 整備率

168km 168km 100%

2009年
計画延長 供用延長 整備率
433km 433km 100%

2007年
計画延長 供用延長 整備率

供用延長 整備率
313km 267km 85%

2009年
計画延長

2007年
計画延長 供用延長 整備率

約47% 188km 188km 100%

環状道路の整備状況（海外都市比較図）

2011年5月
計画延長 供用延長 整備率
約520km 約248km

東京：2010年4月→2011年5月

付 表 35
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運輸振興協会発行　国土交通省監修：
数字で見る関東の運輸の動き2009により作成

※「都市交通年報」に記載のある路線のうち、主要31区間及び最混雑1時
間当たりの輸送量が3万人を超える路線について国土交通省資料に基づ
き記載

路線別混雑率の推移

160

170

180

190

200

210

220

230

240

250

260

1985年 1990年 2007年

％

神奈川方面

多摩方面

埼玉方面

常磐方面

千葉方面

その他

路線別混雑率ワースト順位（2007年）

ワースト
順　　位

方面
最混雑区間の
混雑率（％）

第１位 その他 ＪＲ 京浜東北線 209 上野 → 御徒町

第２位 千葉 ＪＲ 総武線緩行 206 錦糸町 → 両国

第３位 その他 ＪＲ 山手線 205 上野 → 御徒町

第４位 埼玉 ＪＲ 埼京線 200 板橋 → 池袋

第５位 神奈川 民鉄 東急田園都市線 198 池尻大橋 → 渋谷

〃 多摩 ＪＲ 中央線快速 198 中野 → 新宿

〃 千葉 ＪＲ 京葉線 198 葛西臨海公園 → 新木場

路線名 最混雑区間

付　表　36
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世界主要都市の外国人旅行者数
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120%

140%
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2005年
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伸び率

万人

2005年：東京都産業労働局　「東京都観光産業振興プラン」により作成。ただし、北京は香港・マカオ・台湾からの旅行者を含まない。
2009年：東京都産業労働局提供　ソウル、東京を除き(財）自治体国際化協会の調査結果により作成。ただし、シンガポールは2009年度数値。

2001年と2005年→2005年と2009年

付 表 38
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開催件数（２００６－２０１０）

1 パリ 363 1 シンガポール 465 1 シンガポール 637 1 シンガポール 689 1 シンガポール 725

2 ウィーン 316 2 パリ 315 2 パリ 419 2 ブリュッセル 395 2 ブリュッセル 486

3 シンガポール 298 3 ウィーン 298 3 ブリュッセル 299 3 パリ 316 3 パリ 394

4 ブリュッセル 179 4 ブリュッセル 229 4 ウィーン 249 4 ウィーン 311 4 ウィーン 257

5 ジュネーヴ 169 5 ジュネーヴ 170 5 バルセロナ 193 5 ジュネーヴ 183 5 ソウル 201

6 ヘルシンキ 140 6 バルセロナ 161 6 東京 150 6 ベルリン 171 6 バルセロナ 193

7 バルセロナ 139 7 ニューヨーク 128 7 ソウル 125 7 プラハ 170 7 東京 190

8 ロンドン 118 8 東京 126 8 ブタペスト 116 8 ストックホルム 159 8 ジュネーブ 189

9 アムステルダム 117 9 ソウル 121 9 コペンハーゲン 104 9 ソウル 151 9 マドリッド 175

10 ニューヨーク 93 10 アムステルダム 120 10 ロンドン 103 10 バルセロナ 148 10 ベルリン 165
・
・
・

11 東京 134

24 東京 58

出所：２０１０年国際会議統計

2010年

都市別国際会議の開催状況

・
・
・

2006年 2008年 2009年2007年

2006,2007,2009年,2010年追記

付 表 39
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取扱量（万ＴＥＵ）

1 シンガポール 635 1 シンガポール 2,793 1 シンガポール 2,991 1 シンガポール 2,587 1 上海 2,907

2 香港 616 2 上海 2,615 2 上海 2,798 2 上海 2,500 2 シンガポール 2,843

3 高雄 391 3 香港 2,399 3 香港 2,449 3 香港 2,098 3 香港 2,353

4 ロッテルダム 377 4 深セン 2,109 4 深セン 2,141 4 深セン 1,825 4 深セン 2,251

5 釜山 269 5 釜山 1,326 5 釜山 1,345 5 釜山 1,195 5 釜山 1,416

6 神戸 264 6 ロッテルダム 1,079 6 ドバイ 1,182 6 広州 1,119 6 寧波 1,314

7 ハンブルグ 219 7 ドバイ 1,065 7 寧波 1,122 7 ドバイ 1,112 7 広州 1,255

8 ロサンゼルス 204 8 高雄 1,025 8 広州 1,100 8 寧波 1,050 8 青島 1,201

9 基隆 201 9 ハンブルグ 989 9 ロッテルダム 1,080 9 青島 1,026 9 ドバイ 1,160

10 ニューヨーク 187 10 青島 946 10 青島 1,032 10 ロッテルダム 974 10 ロッテルダム 1,115
・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

12 東京 178 23 東京 413 24 東京 416 25 東京 381 27 東京 420

出所：（社）日本港運協会　統計データ、(社）日本港湾協会　港湾政策研究所　港湾物流情報　及び　東京都都市整備局「都市づくりビジョンの改訂」（平成21年7月）

・
・
・

・
・
・

世界のコンテナ取扱量ランキング

・
・
・

・
・
・

1991年 2009年 2010年2008年2007年

・
・
・

2007～2010年追記
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出典：東京都環境局「東京都環境白書２０１０」

東京都の環境先進都市に向けた２つの１０年プロジェクト

付　表　41
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付 表 42 

 

都における二酸化炭素排出量の推移 
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業務部門（37%）

家庭部門（27%）

その他（3%）

 
 
東京都環境局「都における温室効果ガス排出量総合調査（2009 年実績）」より作成 



人のつながりに関する意識調査
（地域のつながりと治安）

「平成19年版国民生活白書（つながりが築く豊かな国民生活）」より作成

ここ10年間で治安は良くなったか悪くなったか尋ねた結果を見ると、「悪くなったと
思う」と回答した人は、8割を超えている。その理由を見ると「地域社会の連帯意識が
希薄となったから」が49.0％と、地域のつながりの希薄化により地域が防犯機能を果
たさなくなったことを示唆する回答が多かった。

付　表　43
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東京都監察医務院が検案した特別区内65歳以上一人暮らしの者の死亡場所推移

【補足】
　東京都監察医務院は、東京都の特別区内において発生するすべての不自然死について、死体解剖保存法第８条及び東京都監察医務規程第１条の規程に基
づく死体の検案及び解剖を行い死因を明らかにするために設けられた施設である。

東京都監察医務院「事業概要」より作成
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東京都市長会「地域力の向上に関する基礎調査報告書」（平成20年）より作成

町会・自治会の抱える課題（多摩地域、平成20年）

付　表　45
（第４回資料）



現在、住民が評価している活動・組織（地域課題別)：複数回答 （％）

地域課題
地域の治安の向上（防犯） 町内会・自治会 ( 71.3 ) 公的機関 ( 39.1 ) 市区町村 ( 18.3 )
災害時の対応（防災や防火） 町内会・自治会 ( 68.4 ) 公的機関 ( 33.8 ) 市区町村 ( 33.8 )
高齢者・障害者の健康維持や生活支援 市区町村 ( 44.7 ) 町内会・自治会 ( 40.9 ) 行政協力ボランティア ( 28.4 )
環境保全・美化 町内会・自治会 ( 61.4 ) 市区町村 ( 39.6 ) その他地縁活動 ( 20.5 )
交通安全 公的機関 ( 46.8 ) 町内会・自治会 ( 37.0 ) その他地縁活動 ( 21.3 )
地域のまちづくり、商店街の活性化 町内会・自治会 ( 56.7 ) 市区町村 ( 31.6 ) その他地縁活動 ( 19.5 )
子どものしつけや教育・健全育成 その他地縁活動 ( 43.5 ) 公的機関 ( 35.3 ) 町内会・自治会 ( 25.9 )
地域の伝統芸能・祭りの継承や保存 町内会・自治会 ( 79.7 ) その他地縁活動 ( 41.3 ) 市区町村 ( 19.3 )
住民同士の信頼感や助け合い意識の向上 町内会・自治会 ( 77.4 ) その他地縁活動 ( 35.8 ) ない、わからない ( 14.5 )
ごみ、不用品の再資源化、交換、分別 町内会・自治会 ( 67.8 ) 市区町村 ( 54.2 ) その他地縁活動 ( 16.8 )
スポーツ・レクリェーション（運動会や文化祭など） 町内会・自治会 ( 67.4 ) その他地縁活動 ( 41.9 ) 地域サークル・クラブ ( 22.1 )
住民自治組織の活性化、組織化 町内会・自治会 ( 83.2 ) 市区町村 ( 24.0 ) その他地縁活動 ( 23.4 )
（注）「その他地縁活動」：子ども会、老人会、消防団、婦人会・女性会、青年団など
　　　「行政協力ボランティア」：民生委員・児童員、青少年育成委員など
　　　「市区町村」：市役所や区役所、町村役場
　　　「公的機関」：学校、病院、消防署、警察署など公的機関

今後の役割発揮を期待している活動・組織（地域課題別）：複数回答 （％）

地域課題
地域の治安の向上（防犯） 公的機関 ( 54.1 ) 町内会・自治会 ( 52.4 ) 市区町村 ( 36.4 )
災害時の対応（防災や防火） 町内会・自治会 ( 50.0 ) 市区町村 ( 46.2 ) 公的機関 ( 46.2 )
高齢者・障害者の健康維持や生活支援 市区町村 ( 51.9 ) 町内会・自治会 ( 42.8 ) 行政協力ボランティア ( 21.3 )
環境保全・美化 市区町村 ( 58.6 ) 町内会・自治会 ( 46.7 ) その他地縁活動 ( 18.9 )
交通安全 公的機関 ( 49.5 ) 町内会・自治会 ( 34.7 ) 市区町村 ( 24.1 )
地域のまちづくり、商店街の活性化 町内会・自治会 ( 47.2 ) 市区町村 ( 45.9 ) 専門企業のサービス ( 17.7 )
子どものしつけや教育・健全育成 町内会・自治会 ( 41.2 ) 公的機関 ( 31.8 ) その他地縁活動 ( 27.1 )
地域の伝統芸能・祭りの継承や保存 町内会・自治会 ( 61.5 ) 市区町村 ( 30.3 ) その他地縁活動 ( 25.7 )
住民同士の信頼感や助け合い意識の向上 町内会・自治会 ( 72.3 ) その他地縁活動 ( 36.5 ) 市区町村 ( 20.8 )
ごみ、不用品の再資源化、交換、分別 市区町村 ( 57.0 ) 町内会・自治会 ( 53.3 ) その他地縁活動 ( 17.3 )
スポーツ・レクリェーション（運動会や文化祭など） 町内会・自治会 ( 47.7 ) その他地縁活動 ( 34.9 ) 市区町村 ( 24.4 )
住民自治組織の活性化、組織化 町内会・自治会 ( 76.6 ) 市区町村 ( 34.1 ) その他地縁活動 ( 29.9 )

国土交通省「大都市圏におけるコミュニティの再生・創出に関する調査報告書」（平成17年）より作成
　　　　※首都圏在住の20歳以上の男女約2,000人にWEBアンケートを実施したもの

1位 2位 3位

地域活動に対する住民評価（平成17年）

1位 2位 3位

付　表　46
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※出典：東京都生活文化局「都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況調査」データにより作成

東京都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況の推移

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

20年度18年度16年度

HPの設置

情報誌の発行

その他の媒体での情報提供

条例・指針・計画等の策定

支援センターの設置

相談窓口の設置

協働の理解・普及啓発制度

団体から行政への協働事業提案制度

行政から団体への協働相手募集制度

協働事業評価制度

財政的支援（基金等）

財政的支援（補助金・助成金）

継続的に使用する活動場所の提供

付　表　47
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●東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報（平成20年度）」より作成

東京都児童相談所内の全相談対応件数に占める虐待相談対応件数の割合の推移

2,206

3,026
3,146

3,265 3,307
3,229

3,339

4,450

7.64%

9.94%

11.18%
10.80%

13.39% 13.69%
13.28%

18.01%

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

0%

5%

10%

15%

20%

25%

虐待相談件数 東京都児童相談所内の全相談対応件数に占める虐待相談対応件数の割合

件

東京都福祉保健局『福祉・衛生　統計年報』より作成 平成22年度追記

付　表　48
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東京都福祉保健局　「平成22年度 区市町村児童家庭相談統計」より作成

都内区市町村の子ども家庭支援センターが受け付けた虐待相談件数の構成比(平成22年度）　

子ども家庭支援センター虐待相談受理件数（平成22年度）

区部計

市部計

町村部計

子ども家庭支援
センターが
受け付けた

虐待相談件数

7,782件

区部
5,562件

市部
2,133件

町村部
87件

付 表 49



付 表 50 
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公立小・中学校教員から見た児童・生徒、保護者の変化

 

○小学校教員 ○中学校教員 

10 年調査追記 出典：Benesse 教育研究開発センター 第 5回学習指導基本調査報告書 



※全国：文部科学省「学校基本調査」より作成
※東京都：東京都総務局「学校基本調査」より作成

中学校・高等学校生徒の私立学校在籍割合の推移

中学校

24.01% 24.22% 24.43% 24.82% 25.26% 25.67% 26.00% 26.27% 26.55% 26.53% 26.21% 25.55%

5.72% 5.85% 5.99% 6.21% 6.44% 6.69% 6.87% 7.02% 7.16% 7.21% 7.18% 7.13%
0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%

30.00%

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 年度

割合

東京都

全国

高等学校

55.86% 55.68% 55.70% 55.85% 55.96% 56.15% 56.27% 56.38% 56.56% 56.43% 56.30% 56.17%

29.44% 29.25% 29.19% 29.27% 29.51% 29.65% 29.71% 29.75% 29.83% 29.81% 29.76% 29.94%

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 年度

割合

東京都

全国

付　表　51
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２０１０年度・２０１１年度を追記



内閣府「県民経済計算」より作成
注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を選定し、東京都と比較。

県内総生産（名目）の推移
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度
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度
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度
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年
度
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年
度

20
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年
度

20
08

年
度

20
09

年
度

（百万円）

全国 東京都

埼玉県 千葉県

神奈川県 愛知県

大阪府

521,032,961

483,216,482

85,523,367
（全国比=16.4%）

85,201,569
（全国比=17.6%）

東京都

付　表　52
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【更新】2008年度・2009年度を追記



※総務省「平成２１年経済センサス－基礎調査（確報）結果の概要」より作成
※三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を選定し、比較

都道府県別会社企業数の構成比

その他
55.6%

愛知県
6.1%

大阪府
7.9%

神奈川県
6.4%

千葉県
3.6%

埼玉県
4.9%

東京都
15.5%

東京都
埼玉県
千葉県
神奈川県
大阪府
愛知県
その他

付　表　53

全国
会社企業数

１，８０５，５４５



総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）、東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

都内地域別、都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比（2006年）

都内地域別資本金10億円以上の会社企業数の構成比

区部
９６．６％

市部
３．４％

都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比

東京都
４８．７％

その他
２６．８％

大阪府
１０．８％

愛知県
５．４％

神奈川県
４．９％

千葉県
１．８％

埼玉県
１．６％

都内
資本金１０億円以上

会社企業数

２，８９５社

全国
資本金１０億円以上

会社企業数

５，９４５社

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中か
ら、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を
選定し、東京都と比較。
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成

情報通信業の都道府県別事業所数の全国比、小分類別都内事業所数（2006年）

東京都
36.0%

大阪府
8.8%

その他
41.9%

神奈川県
4.2%

愛知県
5.3%

福岡県
3.9%

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000
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（ソフトウエア業）

情報サービス業

放送業

通信業

（所）

※　（　　　）＝小分類

情報通信業の都道府県別事業所数の全国比（2006年） 小分類別都内事業所数（2006年）

情報通信業
事業所総数

５９，３１６所

付　表　55
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総務省「経済センサス」（平成21年）より作成
注１）新設（廃業）事業所割合＝2001年調査以後の新設（廃業）事業所数÷2009年調査時点の事業所総数×100
注２）境界未定地域とは、千代田区、中央区、港区の境界未定地、中央防波堤内側・外側埋立地及び鳥島等の所属未定地を指す。

新設・廃業事業所割合（民営事業所）
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新設事業所割合

廃業事業所割合

注）三大都市圏（首都圏、
中部圏、近畿圏）の中か
ら、埼玉県、千葉県、神奈
川県、愛知県、大阪府を
選定し、東京都と比較。≪新設事業所割合　上位１０位≫

※境界未定地域を除く

① 世田谷区 26.5%

② 日の出町 26.0%

③ 渋谷区 17.8%

④ 中央区 16.8%

⑤ 千代田区 16.8%

⑥ 新宿区 16.2%

⑦ 港区 15.4%

⑧ 多摩市 14.1%

⑨ 立川市 13.9%

⑩ 国分寺市 13.7%

≪廃業事業所割合　上位１０位≫

※境界未定地域を除く

① 渋谷区 17.8%

② 港区 15.4%

③ 中央区 16.8%

④ 千代田区 16.8%

⑤ 新宿区 16.2%

⑥ 豊島区 11.3%

⑦ 御蔵島村 13.2%

⑧ 荒川区 5.0%

⑨ 福生市 10.3%

⑩ 文京区 8.7%

最新版に修正

付　表　56
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順位 都道府県 倒産件数 発生率
1 和歌山県 157 1.048
2 大阪府 2,036 0.933
3 京都府 442 0.843
4 兵庫県 718 0.777
5 滋賀県 140 0.746
6 奈良県 125 0.715
7 石川県 140 0.601
8 愛知県 804 0.531
9 福井県 88 0.521
10 富山県 101 0.516
12 東京都 2,627 0.494

全国 13,065 0.498

（株）東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」、「都道府県別倒産発生率（普通法人）調査」（2010年度）より作成
注）倒産発生率＝個人企業等を除いた普通法人倒産件数（株東京商工リサーチ調べ）÷普通法人の申告法人数（国税庁税務統計速報・平成21年度分）×100

531,449

2,621,710

企業の倒産件数の推移（負債総額１千万円以上） 倒産発生率（普通法人）（2010年度）
普通申告法人数

14,984
218,107
52,423
92,375
18,772

19,564

企業の倒産件数の推移（負債総額１千万円以上）、倒産発生率（普通法人）（2010年度）
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２２ 神奈川県

１９　　埼玉県

１２　　東京都

１０　　富山県

９　　　福井県

８　　　愛知県

７　　　石川県

６　　　奈良県

５　　　滋賀県

４　　　兵庫県

３　　　京都府

２　　　大阪府

１　　和歌山県

（％）

※普通法人とは、会社
等、相互会社、医療法
人、特定目的会社、中間
法人を含む。

東京都

全国（右軸）

大阪府

愛知県

神奈川
県

埼玉県

千葉県

最新版に修正
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東京都総務局「東京の工業」（平成22年工業統計調査報告）より作成

都内製造業の事業所数、従業者数の推移
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事
業
所
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従
業
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15,082所

97,646所

1,074,010人

310,022人

事業所数

従業者数

付　表 58
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東京都産業労働局「平成22年度東京都商店街実態調査報告書」より作成
注）商店街とは、商店街振興組合法に基づく商店街振興組合、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合及び区市町村が
　　 商店街として認めたもの（任意団体）をいう。

都内商店街における空き店舗の状況（2010年）

66.8

61.8

62.5

61.1

60.8

4.7

10.1

5.4

6.3

9.130.2

32.6

32.0

28.1

28.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

平成１０年
（ｎ=2,394）

平成１３年
（ｎ=2,292）

平成１６年
（ｎ=2,404）

平成１９年
（ｎ=1,879）

平成２２年
（ｎ=1,734）

（％）

「ある」と回答した商店街の割合 「ない」と回答した商店街の割合 回答なしの商店街の割合

平成22年追記
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厚生労働省「就職安定業務統計」より作成

都道府県別就職率の推移

27.8
26.8 26.3

28.2

30.2
31.4

32.3 32.2

28.8

25.2

36.5

33.5
32.2

35.1

39.7

41.8

43.6
44.6

42.5

37.2
38.8

36.5

34.7

36.5 36.8

38.6
39.3

40.1
38.7 38.1

5.0

15.0

25.0

35.0

45.0

55.0

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

（％）

全国 東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 福井県 島根県

大阪府　　　23.3
神奈川県　 20.3
愛知県　　　20.3
千葉県　　　19.8
埼玉県　　　19.7
東京都　　　18.9

大阪府　　　22.2
愛知県　　　22.1
神奈川県 　19.7
東京都　　　19.6
千葉県　　　19.1
埼玉県　　　18.8

愛知県　　　22.0
大阪府　　　21.7
神奈川県　 19.2
東京都　　　18.5
千葉県　　　18.5
埼玉県　　　18.2

愛知県　　　24.0
大阪府　　　23.9
神奈川県　 21.6
千葉県　　　20.8
東京都　　　20.4
埼玉県　　　20.3

大阪府　　　26.8
愛知県　　　26.2
千葉県　　　23.4
神奈川県 　23.2
埼玉県　　　23.0
東京都　　　22.5

大阪府　　　29.1
愛知県　　　27.7
神奈川県　 24.8
千葉県　　　24.8
東京都　　　23.5
埼玉県　　　23.5

大阪府　　　30.3
愛知県　　　29.3
埼玉県　　　26.6
千葉県　　　25.2
神奈川県　 25.2
東京都　　　24.7

大阪府　　　30.4
愛知県　　　29.7
千葉県　　　25.9
埼玉県　　　25.1
神奈川県 　24.6
東京都　　　24.0

大阪府　　　28.0
愛知県　　　26.2
千葉県　　　24.2
埼玉県　　　23.3
東京都　　　23.1
神奈川県 　22.5

大阪府　　　22.8
千葉県　　　22.0
愛知県　　　19.3
東京都　　　18.6
神奈川県 　18.6
埼玉県　　　18.4

◇就職率とは
・求職者に対する就職件数の割合をいい、「就職件数」を「新規求職申込件数」で除して算出
◇就職件数とは
・有効求職者が職業安定所の紹介により就職した（他県を含む）ことを確認した件数（臨時・季節雇用を含む）
・件数には、新規学卒者を除きパートタイムを含む（実数）

島根県

福井県

全国

付　表　60
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出典：東京都産業労働局「東京の産業と雇用就業2010」

東京証券取引所時価総額の推移・世界の証券取引所時価総額

時価総額の推移（東京証券取引所） 世界の証券取引所時価総額

付　表　61
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東京証券取引所「上場外国会社数の推移」より作成

東京証券取引所上場外国会社数の推移
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（単位：社）

2010年及び2011年末追記
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グローバル金融センターインデックス（GFCI（※））上位１５市場 

付 表 63 

（第６回資料） 

順位 2007 年 3 月 2007 年 9 月 2008 年 3 月 2008 年 9 月 2009 年 3 月 2009 年 9 月 2010 年 3 月 

１ ロンドン ロンドン ロンドン ロンドン ロンドン ロンドン ロンドン 

２ ニューヨーク ニューヨーク ニューヨーク ニューヨーク ニューヨーク ニューヨーク 
ニューヨーク 

（同率１位） 

３ 香港 香港 香港 シンガポール シンガポール 香港 香港 

４ シンガポール シンガポール シンガポール 香港 香港 シンガポール シンガポール 

５ チューリヒ チューリヒ チューリヒ チューリヒ チューリヒ 深セン 東京 

６ フランクフルト フランクフルト フランクフルト ジュネーブ ジュネーブ チューリヒ シカゴ 

７ シドニー ジュネーブ ジュネーブ 東京 シカゴ 東京 チューリヒ 

８ シカゴ シカゴ シカゴ シカゴ フランクフルト シカゴ ジュネーブ 

９ 東京 シドニー 東京 フランクフルト ボストン ジュネーブ 深セン 

１０ ジュネーブ 東京 シドニー シドニー ダブリン 上海 
シドニー 

（同率９位） 

１１ パリ パリ ボストン ボストン トロント シドニー 上海 

１２ トロント ボストン サンフランシスコ トロント ガンジー島（英） フランクフルト トロント 

１３ サンフランシスコ トロント ダブリン ダブリン ジャージー島（英） トロント フランクフルト 

１４ ボストン サンフランシスコ パリ ジャージー島（英） ルクセンブルグ ジャージー島（英） ボストン 

１５ エジンバラ ダブリン トロント ルクセンブルグ 東京 ガンジー島（英） 
北京および 

サンフランシスコ 

出典：シティ・オブ・ロンドン（英） 

（※）グローバル金融センターインデックス（GFCI）とは・・・シティ･オブ･ロンドンが世界の約 60 のマーケットの金融センターとしての競争

力を、市場関係者のアンケートに基づき、人的資源、業務環境、市場アクセス、市場インフラなどの基準で 1000 点満点で採点を行い、ラ

ンク付けしたもの。（金融庁「金融・資本市場に係る制度整備に関する意見交換会（第一部）、日本証券業協会提出資料」より転用） 

2010 年 3 月追記 
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